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１．助成制度の目的 
   この助成制度は、自治会・住宅管理組合が行う福祉活動に対し、助成金を交付する

ことにより、住民同士が助け合うことができる地域づくりを推進することを目的とし

ています。 

 

２．助成対象団体 
（１）多摩市内に所在する自治会、住宅管理組合 

（２）市内の複数の自治会や住宅管理組合で構成された団体 

※原則として、団体設立後１年以上経過し、活動実績がある団体を対象とします 

 

３．助成対象事業 ※助成金の交付は、１年度内、１団体、１事業に限ります。 
事業 

区分 

事業名 

◆事業内容の例 

区分１ 

住民主体の継続的な福祉活動（１年以上継続する活動） 

◆生活支援（軽易な家事援助など）、見守り活動、配食サービス 

◆要配慮者への支援等のための防災の取り組み（LODE等）および 

見守りマップづくり（訪問・調査活動を含む） 

◆上記の活動につなげることを目的とした調査・研究・分析 

（外部機関に委託するもの） 

区分２ 

福祉に関する取り組みや福祉の啓発活動（区分１に該当しないもの） 

◆福祉に関する講座・講演会・研修 

◆福祉意識の向上や福祉活動を目的とした調査・研究（アンケート調査など） 

◆防災に関する取り組み 

（防災まちあるき、図上訓練、避難所運営ゲーム、防災訓練など） 

※炊き出し訓練のみの防災訓練は、区分３の扱いとする 

区分３ 

地域交流事業 

◆お祭り、納涼祭、親睦会、世代間交流事業、ラジオ体操 

◆敬老会、食事会、餅つき大会、炊き出し訓練 

◆季節行事（どんど焼き、ひなまつり、クリスマス会など） 

 
 

 

◇助成対象とならない事業 
次の事業は、助成金の対象事業とはなりません 

    （１）対象団体以外が主催する事業（老人クラブ、子供会が主催する事業等） 

    （２）多摩市および他の団体から助成金の交付を受けている事業 

    （３）打ち上げ等の宴会や旅行（宿泊・日帰り） 

    （４）居住する地域外で行う事業（外出行事等） 
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４．助成金額について 
 

（１） 令和 6年（2024年）度の助成金交付額と交付条件 

 

 活動助成金 設立助成金 

区
分
１ 

住民主体の継続的な福祉活動（１年以上継続する活動） 

【上限50,000円】 
 

◆4回目以降の申請は上限30,000円 

◆交付年度に本会の会員賛助金の取り組み

に協力することを交付条件とする 

◆助成金だけでなく自己財源等を活用する 

【上限50,000円】 
 

◆申請年度に関わらず、1団体1回 

限り 

◆申請の当該年度または前年度に立

ち上げた事業を対象とする 

◆同じ区分1の活動助成金との併用 

 可 

区
分
２ 

 

福祉に関する取り組みや福祉の啓発活動 

（区分1に該当しないもの） 

【上限20,000円】 
 

◆4回目以降の申請は上限15,000円 

◆交付年度に本会の会員賛助金の取り組み

に協力することを交付条件とする 

◆助成金だけでなく自己財源等を活用する 

 

区
分
３  

地域交流事業 

【上限10,000円】 
 

◆総事業費の1/2以内 
※総事業費が20,000円を超える場合は 

上限額10,000円での申請が可能 

 

 

（２） １年度のうち、１団体、１事業を申請することができ、交付額や交付条件は申

請事業によって異なります。また、複数の団体で構成された団体については１団

体とみなし、その加盟団体については、その年度に関しては単独で申請すること

はできません。 

 

（３） この助成金交付事業は、「多摩市社協会員賛助金」と「地域ささえあい募金

（歳末たすけあい運動）」を財源としています。財源の賛助金、募金額が年々減

少していることから、区分１～２については、「会員賛助金の協力」が助成金の

交付条件に加えられています。 

 

なお、申請多数の場合は、申請数によって交付額が変わることがあります。ま

た、皆様の活動につきましては、共同募金会に報告し、情報公開されますのでご

了承ください。 
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（４）助成金の対象経費 

 
 対象経費 

区分１ １．活動助成金 

事業に要する経費のうち、次の各号に掲げる経費 

(１）諸 謝 金：外部講師等に対する諸謝金（団体構成員に対するものは除く） 

(２）旅費交通費：講師、ボランティア、協力者等の交通費、駐車場代 

(３）研 修 費：人材(担い手)育成、スキルアップ等のための研修費用 

(４）調査研究費：調査にかかる費用（謝礼金は除く） 

外部機関に分析を依頼する費用 

(５）消 耗 品 費：事業に直接要する消耗品の購入費用（現物支給するものは除く） 

(６）食 材 費：事業に係る食材の費用。１名あたり200円を上限とする。 

 (７）飲 料 費：事業に係る飲み物の経費。（アルコールを除く） 

(８）会 議 費：事業、会議時のお茶等の飲料、茶菓子代（アルコールは除く） 

(９）印刷製本費：事業に必要な書類、資料、チラシ等の印刷代及び製本代  

(10）通信運搬費：電話等の使用料、切手・ハガキ等、通信・運搬にかかる費用 

(11）損害保険料：事業の実施に伴う行事保険料 

(12）賃 借 料：事業に必要な器具、備品及び会場等の賃料 

(13）その他、会長が必要と認める経費 

 

２．設立助成金 

 活動助成で定める経費及び次の各号に掲げる経費 

(１）備 品 費：事業に直接必要な備品の購入費 

住
民
主
体
の
継
続
的
な
福
祉
活
動
（
１
年
以
上
継
続
す
る
活
動
） 

区分２ １．活動助成金  

事業に要する経費のうち、次の各号に掲げる経費 

(１）諸 謝 金：外部講師等に対する諸謝金（団体構成員に対するものは除く） 

(２）旅費交通費：講師、ボランティア、協力者等の交通費、駐車場代 

(３）研 修 費：人材(担い手)育成、スキルアップ等のための研修費用 

(４）調査研究費：調査にかかる費用（謝礼金は除く） 

外部機関に分析を依頼する費用 

(５）消 耗 品 費：事業に直接要する消耗品の購入費用（現物支給するものは除く） 

 (６）飲 料 費：事業に係る飲み物の経費（アルコールを除く） 

(７）会 議 費：事業、会議時のお茶等の飲料、茶菓子代（アルコールは除く） 

(８）印刷製本費：事業に必要な書類、資料、チラシ等の印刷代及び製本代  

(９）通信運搬費：電話等の使用料、切手・ハガキ等、通信・運搬にかかる費用 

(10）損害保険料：事業の実施に伴う行事保険料 

(11）賃 借 料：事業に必要な器具、備品及び会場等の賃料 

(12）その他、会長が必要と認める経費 

 

福
祉
に
関
す
る
取
り
組
み
や
福
祉
の
啓
発
活
動 

（
区
分
１
に
該
当
し
な
い
も
の
） 
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区分３ １．活動助成金 

事業に要する経費のうち、次の各号に掲げる経費 

(１）諸 謝 金：外部講師等に対する諸謝金（団体構成員に対するものは除く） 

(２）旅費交通費：講師、ボランティア、協力者等の交通費、駐車場代 

(３）研 修 費：人材(担い手)育成、スキルアップ等のための研修費用 

(４）調査研究費：調査にかかる費用（謝礼金は除く） 

外部機関に分析を依頼する費用 

(５）消 耗 品 費：事業に直接要する消耗品の購入費用（現物支給するものは除く） 

(６）食 材 費：事業に係る食材の費用（１名あたり200円を上限とする） 

 (７）飲 料 費：事業に係る飲み物の経費（アルコールを除く） 

(８）会 議 費：事業、会議時のお茶等の飲料、茶菓子代（アルコールは除く） 

(９）印刷製本費：事業に必要な書類、資料、チラシ等の印刷代及び製本代  

(10）通信運搬費：電話等の使用料、切手・ハガキ等、通信・運搬にかかる費用 

(11）損害保険料：事業の実施に伴う行事保険料 

(12）賃 借 料：事業に必要な器具、備品及び会場等の賃料 

(13）その他、会長が必要と認める経費 

地
域
交
流
事
業 
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５．申請から助成金交付、報告までの流れ 
 

①申請から助成金交付 

 

 
  

 

 

【助成金の交付が決定された自治会・住宅管理組合には以下の書類が郵送されます】 

 

 

 

助成金交付申請 

締切 一次：６月２８日 (金） 二次：１０月３１日（木）  

【提出書類】 

□ 自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金交付申請書（第１号様式） 

 □ 団体の役員名簿または会員名簿（会長・理事長の氏名が確認できるもの） 

 □ 年間事業計画書または予算書（助成金対象の事業の実施が確認できるもの） 

 ※上記 3点を郵送またはご持参でご提出をお願いいたします。（FAX不可）  

審査 

交付決定 不交付決定 

【通知】 

自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援 

助成金交付決定通知書（第２号様式） 

【通知】 

自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援 

助成金不交付決定通知書（第３号様式） 

◆自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金交付決定通知書（第２号様式） 

◆自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金交付請求書（第４号様式） 

◆自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金交付報告書（第５号様式） 

◆自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金交付変更申請書（第７号様式） 

助成金交付請求  

締切 一次：８月１３日（火） 二次：１１月下旬 

【提出書類】 

□自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金交付請求書（第４号様式） 

 □通帳のコピー（振込先確認のため、必ず添付してください）  

※上記 2点を郵送またはご持参でご提出をお願いいたします。（FAX不可）  

助成金交付 （交付時期 一次：９月下旬 二次：１２月下旬） 

交付請求書に基づき、指定の口座に助成金を振り込みます。 

振込日のお知らせいたしませんので、交付予定時期に口座をご確認ください。  
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②報告書提出 

報告 

事業終了後３０日以内に提出 

◆事業が３月または通年実施(区分 1)の場合、４月上旬までに提出 

◆助成金交付時にすでに事業が終了している場合は、速やかに提出 

【提出書類】 

□自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金交付報告書（第５号様式） 

□領収書やレシートの写し 

 □事業内容を明記したチラシや広報紙 

□事業実施時の写真 

  ※上記 4点を郵送またはご持参でご提出お願いいたします。（FAX不可） 
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【その他】 

 

１．実施見学 

 

     社協役員及び職員が、事業内容の把握のため見学をすることがあります。 

 

２．変更の届け出 

 

交付決定通知後、事業の変更や中止等、変更が生じた場合は、 

「自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金交付変更申請書（第７号様

式）」をすみやかに提出してください。 

  

※事業実施後の変更届は受理出来ません。 

変更が生じる場合は、必ず変更前に提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．助成金の返還 

 

以下の要件に該当する場合、交付した助成金の全部または一部の返還を請求す

ることがあります。 

 

①  不正な方法によりこの助成金の交付を受けたとき 

②  助成金を交付目的以外のものに使用したとき 

③  申請事業を中止したとき 

④  申請事業の経費が助成金額を下回るとき 

区分３においては総事業費の１/２の金額が助成金交付額を下回ったとき 

⑤  助成金交付年度において、本会会員賛助金への協力が得られなかった

とき 

（区分３を除く） 

⑥ 申請団体が解散または解散する予定となったとき 

もしくは活動の実態がなくなったとき 

⑦ その他、「自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金交付要綱」の規定

に反したとき 

 

 

  ※各団体の事業内容や写真など、本会の広報誌「ふくしだより」等で使用することが

あります。ご了承ください。 

  

【変更届が必要となる内容】 

◆代表者（氏名・住所・電話番号） 

◆担当者（氏名・住所・電話番号） 

◆助成事業の開催場所 

◆助成事業の開催日時      等 
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第１号様式の１（第６条関係） 

       令和 6 年 ４月 17 日 

  

社会福祉法人 

多摩市社会福祉協議会 会長 様 

 

自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金交付申請書 

 

令和 6 年度自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金の交付を受けるため、関係書類を 

添えて申請します。 

 

団体名 多摩市ひじり中央橋自治会   印 

代表者 

氏名 向野 聖子 

住所 多摩市■■1-●-● 電話 ０４２(３●●）●●●● 

連絡担当

者 

氏名 白山 三郎             

住所 多摩市■■1-● 

 

電話   ０４２（３●●）●●●●  FAX 

E-mail imahayugakitekimiha@tamacity.jp 

※日中連絡が取りやすい連絡先をご記入ください 
 

事業区分 

 

☑区分１ 住民主体の継続的な福祉活動 

※区分１の場合 設立助成金を  希望する ・ 希望しない 

□区分２ 福祉に関する取り組みや福祉の啓発活動 

□区分３ 地域交流事業 

☑新規事業  □継続事業（過去に社協による助成 あり ・ なし ） 

助成希望

額 
    １００，０００円（最終の交付額は審査によって決定いたします） 

事業名 ひじり中央橋おたすけ隊 

対象者 多摩市ひじり中央橋自治会住民（■■1丁目） 

実施時期 令和 6年 4月 1日～令和 7年３月３１日 

実施場所 多摩市ひじり中央橋自治会地域内（■■1丁目） 

記入見本①（区分１） 
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第１号様式の２（第６条関係） 

 

事業目的 

  高齢化が進む当自治会地域内において、地域住民によるたすけあい活動を実施し                                    

 地域で孤立する住民をなくし、住みやすいまちづくりを目指して活動する。                                 

                                       

                                       

                                       

事業内容 

 

 家事援助など、ちょっとした困り事のある自治会会員である高齢者・障がい・子育

て世帯の住民に対し、自治会員である住民のボランティアが訪問し、お手伝いをする

仕組み                                    

                                       

◆事業名：ひじり中央橋おたすけ隊                                    

◆サービス内容：①家事援助（買い物、ゴミ出し、掃除）                                       

        ②庭の手入れ（草取り、枝切）                                

        ③外出援助（通院付き添い、散歩の付き添い、買い物の付き添い）                                

        ④簡単な修理（電球の取り換え）                                

◆利用対象：多摩市ひじり中央橋自治会住民                                       

◆利用時間：月曜日～土曜日 １０時～１５時（祝祭日、日曜日、年末年始は除く）                                       

◆利用料：１時間１００円。その他、買い物の費用や交通費は利用者負担                                       

◆利用方法：利用を希望する人は、おたすけ隊窓口（集会所）に電話で依頼するか                                       

      窓口で直接依頼                                 
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第１号様式の３（第６条関係） 

  

  Ａ 収入 

項目 金額 内容 

社協助成金 １００，０００円 活動助成金及び設立助成金 

利用料収入 １２０，０００円 1ヶ月 10,000円×12ヶ月 

自治会支援金 ５０，０００円 自治会からの支援金 

寄附金（自治会員） １０，０００円 住民からの寄附金 

合計 ２８０，０００円  

 

  Ｂ 支出 

項目（助成金を充当する

項目には左の空欄に

「○」） 

金額 内容 

 損害保険料 １５，０００円 協力者（活動者）の保険料（50名分） 

 損害保険料 １００，０００円 事業実施のための保険料（損害保険） 

○ 通信運搬費 ４０，０００円 事務所電話代 

○ 備品代 ４０，０００円 受話器＆ＦＡX、プリンター 

 消耗品費 ２５，０００円 事務消耗品、活動用道具代 

○ 印刷製本費 ３６，０００円 利用案内、チラシ作成費 

 通信運搬費 ２４，０００円 

インターネット利用料（プロバイダー

他） 

  円  

合計 ２８０，０００円 
助成金 100,000 円（備品代 40,000

円、通信運搬費 40,000 円、印刷製本

費 20,000円） 
                        ※予算は収入額と支出額が一致するように記入 

 

＜添付書類＞ ☑役員名簿または会員名簿  ☑事業内容を明記したチラシや広報紙 

        ☑団体の年間事業計画書   ☑その他申請団体や申請事業の概要がわかる資料等 

 

 

  事務局記入欄 

 

 

 

内容についての記載漏れが 

ないようご注意ください！ 
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第１号様式の１（第６条関係） 

       令和 6 年 8 月１8 日 

  

社会福祉法人 

多摩市社会福祉協議会 会長 様 

 

自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金交付申請書 

 

令和 6 年度自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金の交付を受けるため、関係書類を 

添えて申請します。 

 

団体名 多摩市白雲南住宅管理組合  印 

代表者 

氏名 宝野 穣 

住所 多摩市■■2-●-● 電話 ０４２(３●●）●●●● 

連絡担当

者 

氏名 夏川 愛実             

住所 多摩市■■２―● 

 

電話   ０４２（３●●）●●●●  FAX 

E-mail shiawasenara-tewo@tamacity.jp 

※日中連絡が取りやすい連絡先をご記入ください 
 

事業区分 

 

□区分１ 住民主体の継続的な福祉活動 

※区分１の場合 設立助成金を  希望する ・ 希望しない 

☑区分２ 福祉に関する取り組みや福祉の啓発活動 

□区分３ 地域交流事業 

□新規事業  ☑継続事業（過去に社協による助成 あり ・ なし ） 

助成希望

額 
     ２０，０００円（最終の交付額は審査によって決定いたします） 

事業名 地域防災訓練 

対象者 白雲南住宅住民（多摩市■■１～３丁目） 

実施時期 令和 6年 10月 6日 

実施場所 
白雲南住宅集会所（多摩市■■１丁目） 

北いちょう公園（多摩市■■１丁目） 

記入見本②（区分２） 
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第１号様式の２（第６条関係） 

 

事業目的 

 

 災害に備えた地域住民の防災意識の向上と協力関係の構築のため、自治会住民を  

対象とした防災訓練を実施する。                                                                        

                                       

                                       

                                       

事業内容 

 

  地域防災訓練                                     

   ◆参加予定者：自治会員 50名                                                 

   ◆当日の流れ：①防災の心得（消防署より）                                    

          ②各種体験 （ブース形式）                                   

            ・消火器（消火活動）                                    

            ・ＡＥＤ（救急活動）                           

            ・防災ゲーム（EVAG）                            

          ③非常食の紹介と試食（休憩兼ねる）                            
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第１号様式の３（第６条関係） 

  

  Ａ 収入 

項目 金額 内容 

社協助成金 ２０，０００円  

自治会事業費 ３０，０００円  

 円  

 円  

合計 ５０，０００円  

 

  Ｂ 支出 

項目（助成金を充当する

項目には左の空欄に

「○」） 

金額 内容 

○ 諸謝金 １０，０００円 講師謝礼（EVAG） 

 消耗品費 １０，０００円 用紙、付箋、シール、ペン等 

 消耗品費 ５，０００円 災害時備蓄品（試食用） 

○ 印刷製本費 １０，０００円 チラシ代 

 損害保険料 ２，０５０円 行事保険料（４１円×５０人） 

 飲料費 １０，０００円 飲み物（参加者、講師） 

 会議費 ２，９５０円 茶菓子代 

  円  

合計 ５０，０００円 助成金２０,000 円（諸謝金 10,000
円、印刷製本費 10,000円） 

                        ※予算は収入額と支出額が一致するように記入 

 

＜添付書類＞ ☑役員名簿または会員名簿  ☑事業内容を明記したチラシや広報紙 

        ☑団体の年間事業計画書   ☑その他申請団体や申請事業の概要がわかる資料等 

 

 

  事務局記入欄 

 

 

 

 

 

 

  

 

内容についての記載漏れが 

ないようご注意ください！ 
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第１号様式の１（第６条関係） 

       令和 6 年 6 月 27 日 

  

社会福祉法人 

多摩市社会福祉協議会 会長 様 

 

自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金交付申請書 

 

令和 6 年度自治会・住宅管理組合ご近所ふくし応援助成金の交付を受けるため、関係書類を 

添えて申請します。 

 

団体名 上之根北自治会   印 

代表者 

氏名 明神 桜 

住所 多摩市■■4-●-● 電話 ０４２(３●●）●●●● 

連絡担当

者 

氏名 一本杉 彩子              

住所 多摩市■■3―● 

 

電話   ０４２（３●●）●●●●  FAX 

E-mail nonisaku-hananoyouni@tamacity.jp 

※日中連絡が取りやすい連絡先をご記入ください 
 

事業区分 

 

□区分１ 住民主体の継続的な福祉活動 

※区分１の場合 設立助成金を  希望する ・ 希望しない 

□区分２ 福祉に関する取り組みや福祉の啓発活動 

☑区分３ 地域交流事業 

☑新規事業  □継続事業（過去に社協による助成 あり ・ なし ） 

助成希望

額 
     １０，０００円（最終の交付額は審査によって決定いたします） 

事業名 上之根北自治会夏祭り 

対象者 上之根北自治会住民（■■３～５丁目） 

実施時期 令和 6年 8月２5日 

実施場所 けやき第 4公園（■■３丁目） 

記入見本①（区分３） 
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第１号様式の２（第６条関係） 

 

事業目的 

  老若男女問わず、幅広く地域住民が交流する機会として、自治会の企画、主催毎                                     

 年、夏祭りを開催している。                                     

                                       

                                       

                                       

事業内容 

 

 地域交流を目的とした夏祭り                                     

                                       

  ◆事業名：「上之根北自治会夏祭り」                                     

  ◆開催場所：けやき第 4公園                                     

  ◆内容：①盆踊り                                     

      ②模擬店                                 

        など                                 
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第１号様式の３（第６条関係） 

  

  Ａ 収入 

項目 金額 内容 

社協助成金 １０，０００円  

自治会事業費 １０，０００円  

模擬店売り上げ ５０，０００円 焼きそば、ジュース 

 円  

合計 ７０，０００円  

 

  Ｂ 支出 

項目（助成金を充当する

項目には左の空欄に

「○」） 

金額 内容 

   食材費 ２０，０００円 焼きそば材料費 

 飲料費 ３０，０００円 飲み物代 

○ 印刷製本費 １０，０００円 チラシ代 

 損害保険料 ３，０００円 行事保険料（３０円×１００名） 

 消耗品費 ７，０００円 容器代 他 

  円  

  円  

  円  

合計 ７０，０００円 助成金 10,000円（印刷製本費） 

                        ※予算は収入額と支出額が一致するように記入 

 

＜添付書類＞ ☑役員名簿または会員名簿  ☑事業内容を明記したチラシや広報紙 

        ☑団体の年間事業計画書   ☑その他申請団体や申請事業の概要がわかる資料等 

 

 

  事務局記入欄 

 

 

 

 

 

 

  

 

内容についての記載漏れが 

ないようご注意ください！ 


